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Ⅰ は じ め に
わが国の戦後農政の近代化政策を検証する場合，
その基点は，農地改革による零細小作農民の解放に
あることに異を唱える識者はいないものと考える。
今日の農政課題とその展望を考察する場合もしかり
である。第二次世界大戦の敗北によって，連合国軍
総司令部（GHQ）による占領政策の下で断行された
農地改革は，農民の貧困と農村の封建制からの解放
を通じて，国民食料の増産はもとより，わが国の民
主主義体制の確立とその後の経済成長の礎にもなっ
た。
1961年に，農工間の所得格差の顕在化等を背景に
して制定された農業基本法下の農政を検証する過程
で，農地改革による小規模自作農の大量創設は，農
業構造の零細性を固定化し，その後の国際化の足か
せになったとする識見もあるが，農地改革の功罪比
較の点では小さい位置を占めるものと思料される。
わが国の民主化と農民の貧困からの解放をもたら
した農地改革が，その後の国際化を急ぐ農業近代化
のネックになったとする視点を論ずるとすれば，ア
メリカ型の農業構造を指向するあまりの，全国画一
的な単一規模拡大路線農政にこそ，むしろ反省すべ
きものが内在していると見るからである。つまり，
日本農業の特質である狭小な農地，生産条件の地域
差，さらには稲作をベースにした地域社会の形成な
どといった特異性からすれば，地域特産型の複合経
営を軽視した農政への反省である??。
21世紀を乗り切るための日本型農業の再構築に
意を配するためにも，改めて戦後農政の展開過程を
検証することに意義を感じる。「家族小農制による農
業の発展」と「民主主義の定着による農民の地位の
向上」を基本とする農地改革の理念はその原点でも
ある。
「農地改革がさしたる混乱もなく受け入れること
ができた背景はどこにあったのか」を念頭に置き，こ
の設問について，敗戦(1945年)と同時にダグラス･
マッカーサー元帥（General Douglas MacArthur)
の招きに応じて来日し，農地改革の推進に当たった
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され出版されたものである。
本書は，ラデジンスキーがアジアの農村の貧しさ
に心を痛め，これが解決のための努力を惜しまな
かった思想を浮き彫りにしている。ラデジンスキー
は，戦後日本の農地改革を成功させたのはもとより，
台湾・ベトナム・インドネシア・フイリピンなどの
土地改革に深く関与し，さらに，インドの農業改革
に情熱を傾けながらその生涯を終えている。
日本農業の近代化と農村の民主化の原点となった
農地改革の足跡を，改めてラデジンスキーの人間性
と思想からたどることは，わが国農業の歩みと進路
を考える上で意味あるものと考える。政策を遂行す
る者の心構えとしてもしかりである。
本稿は，このような問題意識に立って，「農業改
革・貧困への挑戦」に収録されているラデジンスキー
の日本の農地制度等に関する論文から，その理念（業
務遂行の姿勢）を読みとることを主題としている。
Ⅱ ラデジンスキーの人間像
ラデジンスキーの論文集「農業改革・貧困への挑
戦」の編者ワリンスキーは，世界銀行においてラデ
ジンスキーと同種（発展途上国の経済発展）の仕事
に携わった関係にあり，本書の冒頭に「ラデジンス
キー～人と作品～」の項を設け，その人物像を紹介
している。日本の農地改革等に関するラデジンス
キー論文を理解する上で極めて重要であり，興味深
い。
以下その要点を整理し，農地改革を成功に導いた
ラデジンスキーの人間像（人間性）への接近を試み
る。
⑴ アメリカ農務省勤務までの生い立ち
ラデジンスキーは，1899年，ロシア・ウクライナ
の小さな町に生まれている。ユダヤ人である父親は，
迫害の社会にあって製粉業と木材取引業を営み，例
外的に比較的裕福であった。虐殺などの迫害の中で
のユダヤ人は，集団での絆を強くしていた。このよ
うな環境下にあっては，物的成功者よりも「学問と
学者」がより尊敬と名誉の対象とされた。
そのため，ラデジンスキーも学問を志し，ギムナ
ジウム（中等学校）を卒業している。革命後の1921
年，ソ連を去りルーマニアに移り，パン屋で働きな
がらヘブライ移民援護協会の仕事に就く。しかし，
当時の東ヨーロッパのユダヤ人の多くは「黄金の国」
アメリカへの移民を希望していたので，ラデジンス
キーもそれを志向し，1922年に移住する。さまざま
な仕事に就きながら1926年にコロンビア大学を卒
業し，さらに新聞売りなどもしながら大学院で経済
学・歴史学を学ぶ。
大恐慌の中で大学院を中退し，教授の世話を得て
農務省に職を得る。これを緒に以後40年間にわた
り，アジアの農業改革の専門家として歴史に残る活
躍を続けたのである。1975年，世界銀行のインド・
ニューデリー駐在員として活躍中に没する。
⑵ 「農業改革」の専門家としての職歴と理念
ラデジンスキーは1935～45年の間，アメリカの農
務省農業関係局（ワシントン）に在籍し，主として
アジア諸国の農業事情の収集の任に就いている。農
業における土地所有の問題に強い関心を持ち，やが
て日本農業の専門家としての地位を得ていく。
その根底にある思想は，ソ連の国営農場方式によ
る農地のあり方を強く否定するものであり，強制的
な集団化や多様な農業生産事情を無視した中央集権
政策に対する反発であった。
戦後，日本の自作農の創設を基本とする農地改革
への理念は，早くから培われていたことになる。そ
こには，ソ連におけるユダヤ人としての悲惨な体験
があるであろうことは容易に推察できる。マッカー
サー元帥は，日本の戦後処理の主要な柱として農地
改革を決定し，すでに農地問題の専門家としての地
位を築いていたラデジンスキーを日本へ招聘した。
ラデジンスキーは，1945年12月に来日し，以後ほ
ぼ１年間にわたり日本国内の農業・農村の事情を調
査して農地改革計画の立案にかかわり，日本政府と
の紆余曲折の協議を経て，農地改革が断行されたの
である。日本における農地改革の終息にめどを立て
た後（1949年）は，中国・台湾における農業改革に
携わり，さらにインドの土地保有問題やベトナム，
インドネシア，ネパール，フイリピンなどの地域顧
問や世界銀行顧問を務め，その貢献は高く評価され
ている。
⑶ その人格と理論
ラデジンスキーは，きわめて謙虚な人柄で深い洞
察と強い確信に基づいて任務を遂行したとされてい
る。日本における農地改革の立案に当たっても，直
接農村に足を運び，小作農民の実情や農村の貧しさ，
地主の意識などをつぶさに観察し，その結果を踏ま
えて日本で受け入れられる農地改革に腐心してい
る。
ラデジンスキーは，こうして出会った貧しい農民
を「すべての人間が享受すべき権利を持っているほ
んのわずかの安全と尊厳と，さらに子供たちのため
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のよりよい生活を得ようとして切実に援助を求めて
いる」人間として捉えている。
ラデジンスキーの，日本を始めとするアジアにお
ける農業改革の計画・立案に際しての基本理論（理
念）を，「農業改革・貧困への挑戦」から要約すれば
次のとおりである。
① アジア農民の貧しさからの解放・福祉の実現
は，民主主義か共産主義かの選択であり，アジ
アの選択は重要である。
② アジアの人々が，よりよい社会的地位とその
平等化，あるいは「人間の尊厳」を望み，西側
（民主主義）の路線を選択しようとするのであれ
ば，その実現に努めなければならない。
③ アジアのみならず農業の進歩は，経済発展と
福祉の基礎をなすものである。しかし，開発途
上国は，工業の発展を重視することこそが経済
成長を確実にする途であることを強調しすぎて
きたきらいがある。工業化の必要性は是として
も，農業に比べて工業化を過度に強調すること
は，錯誤である。
④ 土地人口比率が許容される条件下にあって
は，耕作者に土地所有を認め配分することが，
農業の近代化・増産・生活・福祉水準の向上を
もたらす。配分された土地に対する支払価格や
支払条件は，新所有者に過重な負担になっては
ならない。一方，農業改革をより成功させるた
めには，水利や投入資材が入手しやすい制度的
処置が必要である。
⑤ 「働き過ぎ，搾取され過ぎ」の悲惨な小農に対
する土地所有の実現は，農業改革の根本である。
土地改革は，地主の犠牲における財産と所得の
急激な再配分を意味する。地主や地主に支配さ
れている政府の反対があっても，所有権の移転
は断行されなければならない。問題はその進度
であり，「政府が改革に熱心な国では，より早く」
実現される。
⑥ 農業改革の成否は政治にある。法令の準備や
遂行上の技術などについて，専門家の存在は不
可欠であるが，改革の目的を達成させるのは，
政治家の意志の強弱にかかっている。政府の実
効ある行動こそが，農村の社会的・政治的な安
定のみならず，民主主義の存在にとって不可欠
である。
以上のようにラデジンスキーの職務の遂行は，イ
ンドにおける政府の意志の弱さや小農の無気力に困
惑した一時期もあるが，発展途上国の社会的・経済
的安定は小農の土地所有を前提とした農村問題の解
決にある，との信念に基づくものであったとみるこ
とができる。
その想いは，①低開発国の住民の五分の四は農民
である ②工業ではなく農業こそ，そのあらゆる主
要な側面において彼らの生活の要になっている ③
工業はアジアの特質をほんのわずかに彩るものに過
ぎない ④工業はアジアをいつの日にか物理的に進
歩させるかもしれないがそれは将来のことである
⑤今日（1950年代）のアジアの問題の核心は農村に
ある…というものに凝縮されている。今日わが国に
おいても，しばしば「農業不要論」や「農業過保護
論」が跋扈するが，これらに対する強い警鐘として
も受け止めるべき洞察である。
⑷ 職務に対する姿勢と評価
ラデジンスキーのアジアにおける農業改革の提言
と立案は，常に現地観察に基づくものであった。日
本においても，敗戦によって困窮の極にあった農
民・農村の実態を肌で感じようとする姿勢を持ち，
特に綿密なプログラムを持たないままでの貧農や地
主との接触を通じて日本特有の国民意識を理解しよ
うとした。
小作農や地主などの意識を確認するという目線か
ら職務を遂行する姿勢は，やがて人間の境遇が理解
できる人物として評価され，農地改革を成功に導い
た原動力になったとされている。このような職務の
姿勢（手法）は，日本のみならずアジアでも同様で，
「アジアの小耕作民と彼ほどに身近に交わり，そうし
て農民の状態がよくわかるようになった者があった
かどうか疑わしい」（「農業改革・貧困への挑戦」の
編者ワリンスキーの人物評）とまで評されている。
ラデジンスキーは，開発途上国に対して決して観
念的な農業改革を押し付けることなく，愛情に裏打
ちされた職務の遂行を貫いた。その国の国民に対し
て，「革命的な高揚を通じて，みずからを向上させる
能力を持っている」（同上）という人間愛と信念（信
頼）の持ち主であったとみることができる。
日本における農地改革に果たしたラデジンスキー
の功績について，マッカーサー元帥は，アメリカ農
務長官あてに「日本政府による包括的な農地改革計
画の策定に関連して，際立った業績を上げ，それに
よって日本占領の主要目的の達成を助けた」旨の書
簡を送っている。
また1952年，当時の農林大臣広川弘禅は，ラデジ
ンスキーあての書簡で，「農地改革が成功を収めて完
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了したことについて，貴下に大きな恩義を負うもの
です。世界はこの農地改革が占領下でなしとげられ
たもっとも意義深い改革であることを知っていま
す。また私は，この改革が貴下とわが省の職員との
あいだの極めて緊密な協力関係と友好的な雰囲気の
下で，遂行されたことを知っています。私は農地改
革の効果は永久に残っていくものと確信します」と
述べている。
ラデジンスキーの論文集「農業改革・貧困への挑
戦」を編したルーイス・Ｊ・ワリンスキーは，この
ような評価等を踏まえ，ラデジンスキーの仕事に対
する生涯の姿勢について，「みずからの成果に対する
真の意味の誇りを裏づけるに十分すぎるほどの仕事
をなしとげたことがうかがわれる。しかし彼は，自
分が助言して成功した事業よりも，自分がやろうと
して，あるいはさせようとして失敗した事業の方に，
はるかに多くの関心をもっていた」との人物評を記
している。
Ⅲ 日本の農地改革に関する論文
以上のように，ラデジンスキーが日本をはじめと
するアジアの農業改革に献身した基本的な理論（理
念）をより理解するために，その人間像と仕事に対
する姿勢等を概観した。
その上で，「農業改革・貧困への挑戦」に収録され
ているラデジンスキー論文から，日本の農地改革に
対する基本理論の読み取りを試みる。
⑴ 来日以前の論文
―?「日本の農業危機」要旨―?1939年―?
この「日本の農業危機」論文は，「ジャーナル・オ
ブ・ファーム・エコノミック」に発表されたものと
して本書に収録されているが，来日以前（戦前）か
らすでに，日本の農業構造に強い関心を持ち，正確
にその現状と問題点を分析していたことがわかる。
本論文は，日本語訳で約１万６千字に及んでいるが，
戦前の日本農業・農村に対する基本認識（洞察）と
いった点に焦点を当てて，そのアウトラインを整理
する。
? 序 >
① 農業は日本の経済生活がその基礎をおく大黒
柱の位置にある。近代における日本の工業化の
前例のない進展は，この事実を隠蔽してしまっ
た。けれども，現実には，現代日本における農
業の重要性はなおきわめて大きい。農村人口は
全人口の約45パーセントを占め，農業が国の食
糧をもっぱら供給しており，しかも，投下資本
及び純生産価額に関しては農業が地方の主導産
業になっている。
② 農民は低い生活水準を維持すべきであるとい
う封建的な考え方が，今日までずっと日本農業
にいきわたっている。そのような考え方は，農
業が農民の質素な必要を満たしうる限りで，農
村を充足の状態におくことを助けてきた。しか
し，近年，日本の農業経済は，この最低限すら
大多数の農民に対して与えられないようになっ
てきている。
③ それは日本の農民に課せられた多大な重荷の
ためで，その要因はきわめて限られた耕作区域
と極度に零細な経営単位，広範囲に広がってい
る小作制度，巨額の負債等による。これらの諸
要因によって，日本の大部分の農民は極めて低
い生活水準にある。
?問題点>
① 日本農業の多くの困難な諸問題のもとになっ
ている顕著な特徴は，急増する人口に比較して
耕作されている土地が小さいことである。土地
の利用は高度に発達しており，「山腹のみなら
ず，山頂ですら」作物が収穫されている。農村
の地形は概して急勾配で山が多いので，今日で
は，農耕適地で未開発の場所はわずかに過ぎな
い。日本の農民の耕作地は同じ農民の所有する
土地面積とは一致しない。多くの農民は無所有
であり，さらに多くの農民はきわめてわずかし
か所有していない。
② こういう事情の下で，多くの農民は，その手
中に土地を大きく集中しているものからの借入
に頼らざるを得なくなっている。こうして日本
の小作制度が大規模に展開されてきた。日本の
小作制度は，灌漑水稲作地の54パーセントと非
灌漑地40パーセントが小作農または小自作農
によって耕作されている。
③ 合衆国では，「小作農は多少とも自由に農業階
梯を上昇している」が，日本では小作農はその
ようなことができる位置にはない。
④ 土地が少なく，また他に代わるべき職業がな
いため，高額地代にもかかわらず，小作農は土
地に縛りつけられている。水田の場合小作料は
現物納であり，他の土地の場合は普通現金納で
ある。この現物納制度は小作農にとって本質的
に過重負担になっている。長期にわたって保持
されてきた地主・小作関係は，おおよそ第一次
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世界大戦の終わり頃までは，大きな争議を引き
起こすこともなく経過した。もっとも小作農は
彼らの経済的地位に決して満足していなかった
が。
⑤ しかし，農業の困窮がひどくなり，前時代的
思想を拒否する考え方が普及し，地主に対する
小作農の態度に決定的な変化がもたらされた。
争議を条件づけている要因は数多いが，1920年
代を通じては不当に高い小作料と，地主による
土地からの小作農の追い立てである。
⑥ 日本の農民は常に重税負担を強いられてき
た。封建時代には，このことが「百姓はゴマの
実のように，絞れば絞るほどよい」という言い
習わしに約言されている。現在では農民から税
金を取り立てる方法は，基準化され法的形式を
取っている。しかし，それにもかかわらず，い
まなお日本の経済機構の中で，農民が主要な「苦
役の家畜」であるということは紛れもない事実
である。
⑦ 農民に対するこのような姿勢は，日本の急速
できわめて成功的な産業発展にもかかわらず，
今日までずっと存続してきている。
?救済策>
① 1930年以前には日本の農業問題は重大な関
心を呼ぶことはなかった。その主要な理由のひ
とつは，農民が自らの苦境を明確に表明するこ
とができず，また，地方の有力な政治グループ
の支持を得ることに失敗したことによる。
② 1932年以後，日本政府は農民の懐柔に熱心に
なった。米価の安定対策・養蚕農家に対する政
府資金の貸付・農家負債の軽減・協同組合（産
業組合）による農業保護などである。
③ 日本の農地保有制度は，農村における広範な
不満の基本的な原因になっている。これをどう
取り除くかが日本政府の長年の懸案の課題で
あった。この方法のために二つの方法が採用さ
れてきた。一つは1924年に制定の小作調停法で
ある。小作争議の半分以上はこの方法で処理さ
れた。第二の方法は，小作農の自作農化を援助
し，小作農を制度的になくしていくことである。
しかし，このための自作地農地法案（1932年提
出）は，「地主に負担となっている土地を処分さ
せる機会を与えることを意図している」との理
由から，非常な批判を受けた。
?結 論>
① 日本の農業経済を正常化させることが緊急に
必要であることは，いまや国家の発展を構想す
る人々によって認められてきている。しかし，
農家を救済するために策定された施策は，当面
の課題を解決するには不十分であった。
② 「少ない土地に多くの人口」という制約はある
が，日本の農民の苦境は，負債の縮小，利子率
の引下げ，より適切な課税徴収，そして現行の
小作制度の諸悪を根絶する真剣な方策の具体化
によって，ある程度緩和され得よう。
③ ただし，これらの全てのことは，農家の自助
努力や精神的な改善，さらには農民は国の本で
あり背骨であるという，何度も繰り返される声
明によって達成されえるものではない。…（こ
の国の有力な諸政党が，農業改革についてのお
しゃべりをお気に入りの気晴らしにしているの
にひきかえ）農民は独力では克服できない重い
不平等に対して，なおも苦闘しているという事
実を誰しもが肝に銘ずべきである。
④ 日本の農業経済の明るい側面は，協同組合運
動が広範囲に展開されていることである。それ
は，日本政府によって提唱され，財政援助がな
されてきた。協同組合運動は日本の農業経済に
利益をもたらしてきた。しかし，その利益は平
等には配分されておらず，より繁栄している階
層がもっとも潤った。組合運動は（貧階層の）
諸負担を軽減することはできるが，それをまっ
たく取り除くべき位置にはない。
⑵ 来日以後の論文
―?「日本の小作制度」要旨―?1947年―?
ラデジンスキーは1945年12月に来日し，短い中
断はあるものの1948年９月まで在日し，戦後処理の
柱となった農地解放をリードした。その間，日本の
農地改革の必要性やその経済的・社会的・政治的効
果などの論文を公にしている。この「日本の小作制
度」論文は，1946年10月の農地改革立法の制定前後
のもので農地改革を成功に導こうとする確信のよう
なものを読み取る上で重要なものと考えられる。本
論文は，日本語訳で約４万２千字に及んでいるが，
日本の小作制度とその改革の必要性に触れている部
分に焦点を当てて，そのアウトラインを整理する。
?小作制度の実態>
① 農業制度としての小作制度は悪ではない。事
実すべての国での小作制度の存在は，健全な経
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済的基礎になっている。小作制度の正常なシス
テムは，土地の形態での資本，ときには施設・
家畜・肥料での資本，および一定部分の管理を
提供する地主と，労働および通常は全部の，と
きには大部分の経営費と同じく農地の管理の大
部分を提供する小作農との共同作業である。こ
うした公正な共同作業が発展しているところで
は，小作農は地主より経済的に良好でありうる。
② 日本の土地所有制度は，地主に重きがおかれ，
地主が有利になるような「共同作業」であった。
それは日本農業の中心問題，つまり制限された
土地の供給に対する大きな需要からもたらされ
たものである。小作農は過酷な取り立てにもか
かわらず，土地にしがみつこうとした。他の職
業に雇用を見つける機会が乏しいので，借りた
土地を手放そうとはしなかった。
③ このため，第二次世界大戦前の10年間の小作
農の闘いは，小作料が法外なものだったにもか
かわらず，小作料引下に対しては，土地の耕作
権に対してほど多くなかった。小作争議は耕作
権の安定を求める闘いであった。小作農が生活
費にあてる収穫高の取り分は，しばしば収穫高
の30パーセント以下になっている。
④ 小作農に対する搾取は，「百姓は生かさぬよ
う，殺さぬよう」という封建時代の諺通りであ
る。小作農は景気のよいときでさえ村の経済的，
社会的機構の底辺にとどめおくような条件下に
自らを置かざるをえなかった。その条件とは，
耕作権の不安定性であり，少なくても収穫高の
二分の一以上の支払いと収穫物に投じた費用の
負担である。小作農は生産の単なる道具である。
?小作農の不安とその原因>
① 小作農に負わされた負担は，小作農に当然の
こととして受け入れられてはいなかった。小作
農はときに暴力的に反抗した。反抗は鎮圧され，
地主小作関係はおよそ第一次世界大戦の終わり
まで表立った衝突もなく続いた。小作農の保守
性と地主への服従の根深い封建的習慣に加え
て，小作農の状態のわずかな改善が，摩擦を最
小限にするのに役立った。
② 高まる不満は地主小作間の争議件数の増大と
なって現れた。それらは国家的問題の一部をな
すような非常に深刻な性格のものとなった。地
主が特定の集団ないし個々の小作農から土地を
取り上げ，勝手に処分しようとすることに新し
い争議が集中するにつれ，高額小作料の問題は
次第に後景に退いた。小作農にとってもっとも
大切な耕作権に対するあからさまな攻撃であっ
た。
③ 地主小作間の争いは，次第に小作農の土地耕
作の権利に集中するようになった。日本の裁判
所は，土地は地主に属しているから，地主が勝
手に土地を処分できるという判決を下した。裁
判所の命令は土地取上げのための武器になっ
た。
?小作農の自作化>
① 自作農を創設しようとする改革の価値は否定
できない。地主小作間の争議の基本的な原因は，
二組の人々が一片の土地に依存し，しかも分け
あう報酬が不平等なことにある。小作農がひと
たび自作農に転換されるならば，かかる利益の
対立は消滅する。
② 国民経済と社会政策は，窮乏化した小作制度
に自作農的土地所有がとって代わることによっ
て改善されるであろう。所有は，土地生産力の
発展にとって最大の資産である。
③ 敗戦国日本は，土地生産性を最大限に高める
ことを切実に必要にしている。それゆえ，大部
分の小作農による土地取得がもっとも望まし
い。実際に問題になることは，誰が取得すべき
か，どれだけの土地が取得されるべきか，どの
ような条件で小作農は土地に対する権利を得る
べきか，である。
④ 日本の農民の経済状態は，土地を買うことを
許さない。国は農民への売り渡しのために土地
を買収するか，あるいは小作農が買うのを可能
にするような信用を用意しなければならない。
土地の価格は高くてはならず，政府によって決
定されなければならない。
⑤ もし政府でなく小作農が地主と交渉するとし
たならば，小作農は公定価格に地主の要求分を
追加して支払うことを求められるかもしれな
い。土地をめぐる競争があまりに激しいので，
公定価格を守ることを期待することはできな
い。こうしたことを軽視すれば，農地改革の主
たる目的を損なうことになる。このようなわけ
で，政府が地主から土地を買収しなければなら
ない。
?完全な農業改革の限界>
① 農業改革の主な判断基準は，日本農民の経済
的繁栄である。小作慣行が改善され，小作農に
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土地所有が広がるならば，経済的利益は大きい。
以前には地主に引き渡すことを要求されていた
収穫高の大部分が，小作農自身の消費ないしは
販売のために留保される。増大した購買力は工
業や商業に利益をもたらすであろう。
② しかし，小作農の経済的条件の改善は，多数
の農業人口にとって十分な土地が日本に存在し
ない以上，過大に評価すべきでない。もし日本
の全耕地が平等に配分されるならば，2.5エー
カーとなる。これは採算的な規模と推定される
面積に対して約２エーカー不足である。
③ 市場向けの野菜栽培が可能な都市近郊では，
２～３エーカーの土地を耕作すれば，家族を支
えるのに十分な額を生みだせる。しかしながら
米や他の穀物，野菜や桑で生計を立てている大
部分の地区では，こうした小面積では家族を支
えるのは難しいであろう。日本の農業人口が激
しく減少するのでなければ，日本では経営面積
は実質的に増加しない。
④ したがって，農業改革によってばかりでなく，
より一層の工業化，商業の拡大，さらにはその
他の措置によって農村過剰人口を吸収し調整す
ることが，日本の「狭い土地に多数の人口」と
いう問題を緩和する。
Ⅳ 日本の農地改革の概要
⑴ 総括
連合国軍総司令部（GHQ）の占領政策の主要な柱
として断行された農地改革は，地主制を解体し，耕
作者自らが農地を所有する構造改革を通じて，絶対
的に不足をきたしている国民食料の確保と農民の貧
困からの解放，農村社会の封建制の打破を目指すも
のであった。
地主制の解体については，戦前から政府の中に農
民を経済的に困窮させている根源は，「地主・小作制
度」にあるとの認識があり，その改善が試みられて
きた。しかしその改革は，とりわけ国会における地
主側の勢力が強かったことから，不十分なものにと
どまってきた。
このため GHQは，農地解放の徹底を強く求め本
格的な農地改革が実行されることになった??。その
内容は，戦前から続いていたわが国の農地制度の根
幹を覆すもので，具体的には，
① 在村地主の小作地保有面積は都府県で１町
歩，北海道で４町歩を限度とし，不在地主の小
作地保有は認めない。
② 自作農の農地所有面積は都府県で３町歩，北
海道で12町歩を限度とする。
③ 以上の限度を超える農地は政府が強制買収
し，小作人に売り渡す。
などで，これにより地主制は解体されることに
なった。
この大改革が地主の強い抵抗もなく，それほどの
混乱もなく終結した背景には，もちろん GHQと政
府の緻密な協議による権力の行使によるところが大
である。とはいえ，これまでみてきたようにラデジ
ンスキーが日本農業の実態や農村社会の特異性を十
分理解していたことにあずかるところが大きいこと
は論を待たない。
しかも，ラデジンスキーの仕事に対する姿勢は，
あくまでも現場主義を基本とし東京周辺をはじめと
する各地の農村と農家の実態をつぶさに調査し，そ
れらの意向を十分汲み取る努力を惜しんでいない。
占領下の立場にあっても，官僚的で高圧的な態度を
とることもなく，「政府との協議」「農民の意向」の
重視に意を配したのである。
農地改革の成功は，ラデジンスキーの人間性・人
格に預かるところが大きいといっても過言ではない
であろう。前項（?）で整理したラデジンスキー論
文の要旨は，弱者に対する「人間愛」的な側面を読
み取ろうとしたものである。
農地改革（第２次）は，1950年でほぼ終了し，自
作地は276万ヘクタールから464万ヘクタールへ増
加し，農地全体の90パーセントを占めるまでになっ
た（表１）。この改革によって，耕作する者が農地を
所有するという自作農体制がわが国に根付くことに
なった。小規模自作農の形態は，その後の経済発展
や農業機械の普及などの環境変化があっても，稲作
経営を中心に大枠では変わることなく日本農業の特
表1 農地改革前後の耕作形態の移動（全国ベース・概数) （千ha ％)
区 分 自 作 農 小 作 農 計
農地改革前（1945年) 2,764（54) 2,348（46) 5,112（100)
農地改革後（1950年) 4,646（90) 511（10) 5,157（100)
資料）農林省農地局「農地改革の成果に関する統計」
注）原典は「町歩」で記されているが，haに換算して整理（１町歩＝0.9917ha）
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異性として，今日に至っている。
農地改革による小規模な自作農の創設は，日本農
業の零細性を固定化したとする半面，食料増産の実
現だけでなく，バランスのとれた国土形成や海外か
らの大量引揚者の定住，あるいは，農村社会の共同
意識によるわが国の平等社会の形成など，多面的に
評価するのが至当のように考えられる。
農地改革がさしたる混乱もなく，しかも短期間で
遂行された実行体制について追述しておきたい。そ
の特徴的な注目点の第一は，ラデジンスキーも指摘
しているが市町村を単位として，地主・小作の双方
（村落）に密着した機関としての農地委員会機能を充
実させたことである。この組織は後に農業委員会に
改組され，農地の適正管理・調停の役割を担うもの
として今日に至っている。農地改革の実行のために，
都道府県や市町村段階の行政体制が整備（担当職員
の増員など）されたが，特に農地委員会の運営のた
めに専任職員が設置（書記）され，行政と農民が一
体となって農地改革を進めるきめ細かな体制が敷か
れたのである。
また注目すべき第二は，部落補助員の設置である。
現地の農地事情に精通（信頼度の高い）している農
事実行組合長や部落会長，村会議員などを積極的に
農地改革の実行に関与させることによって，地主か
らの農地の買い入れ，小作農民への売り渡しに関す
る不備や不満を事前に調整・調停できたことは農地
改革を成功に導いた大きな要因とみることができ
る。
⑵ 北海道における農地改革の概要
以上のようにわが国における農地改革の全容を概
観した上で，北海道における農地改革の特徴とその
課題等を整理すると次のとおりである。
北海道における農地改革は，酪農など将来を見通
した大規模経営存続への配慮もあり，自作農の農地
所有面積を12町歩としたほか，全国ベースでの改革
（変化）とは異なった特徴をもって実行されている。
つまり，1945年の時点で，全道の約49パーセントが
小作地であったものが，1950年の時点では，７パー
セント弱になっている(表２）。
この数値は全国ベースに比べて，改革前は北海道
の小作比率が高く，改革後は逆に低くなっているこ
とを意味している。解放率が高くなったのは，不在
地主の耕地（農場）が多かったことに起因している。
北海道においては，農地改革の基本である地主的
土地所有を一掃するという意義が，他府県に比べて
強く実現したとみることができる。しかし一方では，
経営規模が一層零細化し，農家の所得構造がその後
の経済発展についていけない状況を生み出したこ
と，さらには，山林・原野の解放にまで及ばなかっ
たことが，その後の北海道農業発展の足かせのひと
つにもなったとの指摘もされている??。
Ⅴ 所見―?農地改革と戦後農政―?
わが国の地主制に起因する小作農民の貧困と，そ
れをベースにした農村の封建制からの解放について
は，さかのぼれば大正時代においてすでに農林省官
僚の意識の中にあり，小作立法などに基づく改善策
が試みられている。しかし，官僚が求める方向性に
対して，その都度地主（政治）の抵抗を受け十分な
ものとして形づくられないまま終戦を迎え，占領政
策として断行されたのである。
大正時代の中期から戦後に至るまで，わが国農政
の中枢にあり，今日なお畏敬されている石黒忠篤は，
農地改革が日本政府自らの手で遂行できなかったこ
とに抵抗感を持ちながらも，「アメリカの占領中，い
わゆる民主主義の波でいろいろな変革が行われた
が，具体的に残ったことといえばなんといっても農
地改革であろう。…私も長年その実現に骨を折って
きたが，いろいろな邪魔があって意の如くには進行
せず…外力によってそうなったことは悲しむべきこ
とには違いないが，結果においてはよいことなのだ
から，その結果をできるだけ有意義に存続させるこ
とが大切だと思う」と述懐している??。
小作農の救済は，いわば明治・大正にまでさかの
ぼってのわが国農政上の課題であったが，帝国議会
における地主勢力の強い抵抗により，全面解放は成
しえなかったのである。このような土床も背景にあ
り，敗戦後いち早く農地制度の改革が政策スケ
ジュールに乗ったことになる。しかし当初の改革案
表2 北海道における農地改革前後の耕作形態の移動（概数) （千ha ％)
区 分 自 作 農 小 作 農 計
農地改革前（1945年) 369（51.2) 351（48.8) 720（100)
農地改革後（1950年) 692（93.3) 50（ 6.7) 742（100)
資料）北海道農業発達史 下巻（1963年）p.664を参照して作成
注）表１に同じ
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（第一次）は国会の審議の場で難航し，実質的には小
作料の現物納付を定額金納に改める程度の内容にと
どまった。
GHQはこの改革案が，小作地を国が直接買収し
ないことなどから，農村の民主化のためには不十分
なものとして，日本政府に対して農地改革の早期実
現を促した。マッカーサー元帥の要請により，1945
年12月に来日したのが，アメリカ農務省・外国関係
局の極東班長の職にあったラデジンスキーである。
GHQ天然資源局（NRS）の顧問として着任した。
ラデジンスキーは，すでに日本の農業と農村問題
に精通しており，小作農のための農地改革を大胆な
ものとして実行するよう強く迫った。ラデジンス
キーの占領下政策（農地改革）に対する姿勢は，あ
くまでも現場主義に基づく実態把握で，地主・小作
を問わずつぶさに農業関係者の意識を確認するもの
であった。それは占領側としての高圧的なものでは
なく，あくまでも，日本の農業と農村の近代化を支
援しようとする人間愛に根ざしたものであったとも
考察できる。
GHQの強い指令に対してわが国政府は，当時農
林省農政課長の職にあった小倉武一が，後に，「小作
農を解放し，自作農にすることには異論はないとし
ても，…何でもかんでも自作農を量産すればいいと
いうものではない」と述懐しているように，抵抗感
はあったものの解放（第二次農地改革）は断行され
た??。1947年３月に始まった農地の国家買入れは，わ
ずか２年間で完了している。
農地改革が，①コメを中心とする国民食料の増産
をもたらしたこと ②農業経営の改善を通じて農家
所得の向上を可能にしたこと ③農村社会の民主的
な構造が確立されたこと…などをもたらしたことに
ついては前述した。
半面，農地改革による零細農家の大量創設が，そ
の後のわが国の著しい経済発展の中で「農工間の所
得格差」を顕在化させる要因にもなったことも事実
である。しかし，このことをもって農地改革がわが
国農業の近代化・国際化への遅れの要因として，マ
イナス面を強調する識者もいるが，戦後の混乱処理
の選択肢としてはベターであったものと思料され
る??。ラデジンスキー自身も「農地改革の限界」を指
摘し，産業構造全体の高度化によって，より農民の
生活の向上が確立される，と洞察している。
農地改革の実行過程で，地主の不満や小作争議が
各地で発生したものの大きな混乱もなく終結し，そ
の後のアジアにおける土地改革のモデルとして評価
されるに至った点について付言したい。その一点は，
ラデジンスキー自身も述べているが，農地改革の実
行手法が官僚的な行政圧力によるものではなく，町
村段階（村落単位）における推進体制（後に農業委
員会に引き継がれる農地委員会と農地の配分・調停
に当たった部落補助員など）の確立と秩序である。
このことは日本人及び農村社会の民度の高さとみる
ことができる。その二点は，自作農の創設が，単に
農地の私的所有を認めるというものではなく，農業
（農民）の果たす公共性（食料の増産など）という責
任の所在を明確にしたことでもあり，その基本理念
は農地法の中に生かされ今日に至っている。このよ
うな視点からの「農地改革の評価」の確認は，日本
農業の再構築に向けた議論の原点でもあろう。
稲作経営の零細性や兼業的農家群の増大，これと
も連動した農産物の輸入拡大圧力への対応などの今
日的課題も，戦後の農地改革の成果を反すうした上
で，日本農業の特異性に立脚した「日本型農業」の
新たな構築に努めることが求められている。また，
農地改革の時点から引きずっている農家の所得向上
政策（農村定住）についても，農政で背負いきれな
い部分を明確にした上で，農村における産業・社会・
福祉政策の総合的な展開の視点が重要である。
筆者は，国が1970年代半ばから意識的に使い始め
ている「地域農政」を，真に地域や個別経営の創意
と工夫のもとで実行されるべきものであることを主
張し，そのより具現化の意味を込めて「地域選択型
農政」の展開を主張している。これは戦後農政，な
かんずく農業基本法下の近代化農政が，いまなお全
国画一的な施策手法を残したままであることに対す
る自ら（青森県職員として長く地域農政に関与）の
反省でもある??。
日本独自の多様な地域特性に着目（とりわけ，稲
作をベースにした複合型・兼業型の農業経営の肯定）
して，農業者の自主性と創意・工夫の発揮（活力）
を引き出す施策の展開手法への転換こそが戦後農政
の総括であり，日本農業の展望を拓く途であること
を確信したい。
注
１)たとえば飯沼二郎は，わが国の農業近代化政策
がアメリカ的な単作規模拡大路線を指向したこ
とに強い警鐘を鳴らし，「急速に進んだ機械化・
化学化そのものを否定しようとは毛頭おもわな
い。ただ，それによって節約された労働力で，
もっぱら農業経営の粗放化・拡大化を考えたと
ころに問題があったというのである。その節約
された労働力を，もとの農業経営の中にフイー
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ドバックし，複合化をおしすすめることこそが，
日本農法にもとづく真の近代化の方向であり，
その線に沿って土づくり，土地利用を考えてい
くならば，日本農業は旧に倍する生産力を発展
させ，十分，アメリカ農業にも対抗しうる国際
競争力をもちうるにいたるであろう」と主張し
ている。（飯沼二郎著作集・第三巻，未来社，1994
年，p.288）
また，安達生恒は早くから著作集「近代化農
政への挑戦」（日本経済評論社 1981年）などで
農業基本法下の国の農政に批判的な見解を述べ
ている。
２)1945年12月９日に発せられた「連合軍最高司
令官指令411号」では，指令の目的を「全人口
のほとんど半分が農耕に従事している国におい
て，長い間農業機構を蝕んできた甚だしい病根
を根絶しようとするものである」と断じ，（ａ）
農地における過度の人口集中。（ｂ）小作人に対
し著しく不利な条件下における小作制度の広範
な存在。…などの悪害をあげ，具体的な実行計
画を立てるよう日本政府に迫っている。
３)北海道立総合経済研究所編著「北海道農業発達
史 下巻」1963年，pp.663～668に解説されて
いる。
４)大竹啓介編著「石黒忠篤の農政思想」（農文協
1984年）p.324に石黒忠篤の「農地改革に対す
る数少ない」言及として，小倉武一宛の書簡の
一部が紹介されている。
５)農地改革に関する当時の為政者，松村謙三らの
言動は，大竹啓介著「幻の花（上）―?和田博雄
の生涯―?」（楽游書房 1981年），岸康彦著「食
と農の戦後史」（日本経済新聞社 1996年）に詳
しい。
６)農地改革の評価については，たとえば近藤康
男・大谷省三らは，その著「農村問題講座 第
１巻 農地改革」（河出書房 1954年 p.49）に
おいて，農村における極端な零細性などを指摘
して，「このような農村の基本的な禍根」は「根
絶」も「破壊」もされていない。それらはただ
再編成されたに過ぎない。…といった見解を示
しているが，筆者は戦後農政の歩みを総合的に
捉えた場合，マイナス評価を強調する立場はと
らない。
７)拙著『「地域農政の展開手法』（RABサービス
2002年）に筆者が提唱している「地域選択型農
政」の考え方と青森県における実践例を整理し
ている。施策の対象（単位）を明確にした上で
のボトムアップによる施策の組合せ効果の誘発
であり，農村地域における産業構造の重層化の
必要性の指摘である。中央管理型で行政主導の
「地域農政」は，1970年代後半からスタートした
地域農政特別対策事業の発想が机上どおりの成
果を見なかったことでも実証済みである。
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Summary
 
The Agrarian Reform, following the Japan
 
defeat in World War II,was executed as a strong
 
order of General Headquarter. The Japanese
 
government had realized that the tenancy system
 
of the early days was the reason for the high
 
poverty rate among farmers. However, land-
owners were strongly opposed to the new reform
 
policies proposed by the government, therefore
 
these reform policies were not passed or execut-
ed.
General Douglas MacArthur of GHQ had set
 
the Agrarian Reform as a main policy of occupa-
tional reform. Expecting this reform to be suc-
cessful the Wolf Isaac Ladejinsky,from the U.S.
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Department of Agriculture,was invited to admin-
ister the newly established reform.
Ladejinsky was well versed in Japanese agricul-
ture as well as the structure of Japanese farms.
His posture toward his job was based on the field
 
work in Japan. He examined opinions of both
 
tenant farmers and landowners so that all of
 
Japanese government, tenant farmers, and land-
owners could agree on the execution of the new
 
policies.
This thesis will observe Ladejinsky’s disserta-
tion―?who lead the success of Agrarian Reform
―?in the aspects of his humanity as well as deep
 
understanding on Japan.
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